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【調査研究の概要】 

・2016年 4月から実施の電力小売全面自由化をターゲットとし、自然エネルギーの選択を、政策面、消費者運

動の両面から後押しするために「パワーシフト・キャンペーン」を発足し、調査・政策提言と普及啓発の取り

組みを行った。 

・私たち消費者・市民が、電力会社の選択を通じて電源のあり方にも意思表示をできる大きなチャンスであると

同時に、リスクもある。電力自由化で新規参入、価格競争が起こることで、本来なら原発は不利となるが、何

とか原発を維持推進するためのエネルギー政策や原子力政策が次々と固められている。また、価格競争のため

に各社とも安い電源の確保、すなわち石炭火力発電の新増設が相次いでいる。石炭火力で増える二酸化炭素排

出を相殺するために、やはり原発再稼働が必要という論理が働く。脱・既存電力会社だけでは不十分であり、

再生可能エネルギーを重視する電力会社こそ市民・消費者として後押しする必要がある。 

・パワーシフト・キャンペーンでは、再生可能エネルギーを重視し、宣伝力・資本力など圧倒的に小規模な電力

会社の情報を紹介することで、消費者の選択を促すことをめざす。 

・電源構成の開示・表示に関しては、署名や経産省との意見交換、要望提出やパブリックコメントを呼びかけた。

2016年度には経済産業省による調査も行われ、各方面からの声が業界や行政を少しずつ動かしている。 

【調査研究の経過】 

・2015年 4月～：電力会社ヒアリング開始 

・6月：電源表示に関する署名活動、提出 

・8～9月：ヒアリング結果とりまとめ、電力会社インタビュー記事のまとめ・公表（5社分） 

・8～9月：再エネ固定価格買取制度（FIT）制度変更に関する署名実施、提出 

・9月 21日：パワーシフト・シンポジウム「どうなるの？電力小売全面自由化」 

・12月：経済産業省に対し、電源構成開示に関する要望書提出 

・12月：電力会社紹介 4社分追加、合計 9社 

・2016年 2月：電力会社紹介 3社分追加、合計 12社 

・3月：「パワーシフト宣言」取りまとめ・リリース 

・3月：電力会社紹介 2社分追加、合計 14社 

【今後の展望など】 

・今後は、2015年度に構築したネットワークや土台をもとに、さらに活動を広げ深めていく予定である。各地

でのより積極的な展開や電力会社との情報共有、政策提言も予定している。また市民運動にとどまらず、趣旨

を共有する「パワーシフトな企業・事業所」の発掘・協働も進めていきたい。 
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支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費 遠距離交通費・近距離交通費 206 100 65 41 

会議費 セミナー等会場 153  50 103 

印刷費 ちらし、セミナー・会議資料等 330  120 210 

協力者謝礼など 講演謝金・デザイン費など 191 20  171 

外部委託費 ウェブページ作成 30  30  

人件費 事務局運営費 360 120  240 

運営経費 光熱費、通信費、郵送・宅配費 275 160  115 

その他 振込み手数料、資材代（バナー印刷） 17   17 

合   計 1,562 400 265 897 

 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・【パワーシフト】デンキを選べば社会が変わる！ http://power-shift.org/ 
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助成のテーマ 「パワーシフト」自然エネルギー拡大に向けた働きかけと普及啓発 
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